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2．省エネ法と省エネ基準

2.1　省エネ法について

■ 2006 年省エネ法改正の概要
m

■ 2008 年省エネ法改正の概要
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〈解説〉

省エネルギー基準の変遷と今後の法制化の動き



2.2　省エネ基準について

表 1

図 2

表 2

図1　省エネ法改正の概要

【1979 年】
全ての住宅の建築主
に対して努力義務

【2006 年】
全ての住宅の建築主
に対して努力義務

【2008 年】
全ての住宅の建築主
に対して努力義務

住宅事業建築主の報
告（年間 150戸以上
の建売戸建住宅を供
給している事業主）

300 以上 2000 ㎡未
満の住宅に届出義務
※2010 年 4 月から
（中小規模な住宅・
建築物）

2000㎡以上の住宅
に届出義務（大規模
な住宅・建築物）

2000㎡以上の住宅
に届出義務（大規模
な住宅・建築物）

図2　省エネ基準の変化と熱損失係数
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室内外の温度差１℃の時に住まい全体から１時間に床面積１㎡当たりに
逃げてゆく熱量
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省エネ法 住宅の省エネ基準
1979年　制定 1980（昭和55）年 住宅の省エネ基準の制定「旧省エネ基準：等級2」※

1993年　改正 1992（平成4）年
住宅の省エネ基準改正「新省エネ基準：等級3」※
・各構造の断熱性能の強化
・Ⅰ地域での気密住宅の適用

1997年　改正
1999（平成11）年

住宅の省エネ基準の全面改正「次世代省エネ基準：等級4」※
・躯体断熱性能の強化
・全地域を対象に気密住宅を前提
・計画換気，暖房設備等に関する規定の追加

2001（平成13）年 一部改正
2006年　改正 2006（平成18）年 一部改正
2008年　改正 2009（平成21）年 一部改正

表1　省エネ法と省エネ基準の経緯

※「　」内は通称，住宅性能表示方法基準省エネ等級で該当する等級を示す



3．今後の法制化の動き
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図 3

告示の名称 省エネ対策等級
旧省エネ基準（昭和55年基準） 等級2

新省エネ基準（平成4年基準） 等級3

次世代省エネ基準（平成11年基準） 等級4

表2　省エネ基準と省エネ対策等級の関係

図3　省エネ性能の向上に向けた取り組みのイメージ

誘導基準

100％

より高いレベルの
基準

省エネルギー
基準

共通指標
（一次エネルギー消費量）

②性能向上の誘導

①ベースとなる基準
　の確保

新築住宅において
5～6割程度と推計

標準－100％レベル
（ゼロ・エネルギー住宅）

標準－10％レベル
（認定低炭素住宅・建築物：H24年時点の標準－10％）
（トップランナー基準：H20年時点の標準－10％）

標準レベル
（標準（H11）外皮＋標準設備）

［補助制度などにより支援］

［住宅ローン減税や容積緩和などにより支援］
（認定状況を踏まえ，必要に応じ水準を見直し）

規模に応じて段階的に義務化
［中小工務店向けに省エネ施工技術向上のための講習を実施］

（省エネ基準の達成状況などを踏まえ，水準を検証）

見直し

見直し

※H11基準に対し，
　設備機器の性能向上に
　より15～25％程度
　省エネルギー水準が向上
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4．おわりに
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